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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第65期
第３四半期
連結累計期間

第66期
第３四半期
連結累計期間

第65期

会計期間
自平成26年６月１日
至平成27年２月28日

自平成27年６月１日
至平成28年２月29日

自平成26年６月１日
至平成27年５月31日

売上高 （千円） 36,546,937 39,819,353 49,884,922

経常利益 （千円） 299,280 615,130 556,264

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 159,547 324,757 213,996

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 201,174 295,229 264,432

純資産額 （千円） 2,073,449 2,372,515 2,136,502

総資産額 （千円） 19,349,880 18,013,474 18,634,974

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 26.94 54.84 36.14

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 10.7 13.2 11.5

 

回次
第65期
第３四半期
連結会計期間

第66期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成26年12月１日
至平成27年２月28日

自平成27年12月１日
至平成28年２月29日

１株当たり四半期純利益 （円） 19.83 35.42

（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

　なお、第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）

等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

 

(1）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による金融緩和及び財政政策を背景に、企業収益や雇用

情勢の改善等の動きが見られておりますが、中国経済をはじめとする海外景気の下振れや原油価格の急激な下落な

どから、景気の先行きについては不透明な状況が続いております。

　当社グループの主要販売先である外食産業におきましては、所得環境の改善、訪日外国人消費の増加など明るい

兆しは見られるものの、依然として消費者の節約志向・低価格志向は根強く、さらに食材価格の上昇、物流費の高

止まりなどにより、厳しい経営環境が継続しております。

　このような環境のなか、当社グループでは業務用食品等の卸売事業である「外商事業」において、新規開拓の強

化に加え、既存得意先との取引拡大や前連結会計年度に獲得した新規得意先が寄与し、売上が伸長いたしました。

また、業務用食品等の小売事業である「アミカ事業」において、新規店舗を開業するとともに、品揃えの充実化や

営業活動の強化など、来店客数の増加に向けた取り組みを進めてまいりました。

　両事業におきましては、収益性の向上を図るため、当社プライベートブランド商品や業務用食品販売事業者の共

同オリジナルブランド商品の販売強化と全社的な業務の効率化を継続して行ってまいりました。

　さらに、水産品の卸売事業である「水産品事業」では、連結子会社である株式会社マリンデリカにおいて、商品

ラインナップの強化を進めるとともに、新規得意先の開拓など販路の拡大に取り組んでまいりました。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は398億19百万円（前年同期比9.0％増）、営業利益は５億98百万

円（前年同期比93.8％増）、経常利益は６億15百万円（前年同期比105.5％増）、親会社株主に帰属する四半期純

利益は３億24百万円（前年同期比103.5％増）となりました。

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。

（外商事業）

　当事業におきましては、商品提案会を実施するなど、既存得意先との深耕に努めるとともに、大手外食チェーン

やホテル、レストランなど多様な外食産業に対する新規開拓に注力してまいりました。また、提案型営業を強化す

るため商品知識の向上に取り組むほか、業務の効率化による人件費の削減や物流費をはじめとした経費の抑制に取

り組み、収益改善を進めております。

　この結果、外商事業の売上高は249億94百万円（前年同期比10.6％増）となり、営業利益は１億18百万円（前年

同期は営業損失０百万円）となりました。

 

（アミカ事業）

　当事業におきましては、それぞれの店舗において、品揃えの充実やメーカーフェアー等の販売施策の展開、近隣

飲食店等への営業活動の強化などに注力してまいりました。新規出店については、平成27年10月に高山店（岐阜県

高山市）を開業いたしました。一方、同年12月に町田忠生店（東京都町田市）を閉店いたしました。

　この結果、アミカ事業の売上高は134億77百万円（前年同期比8.2％増）となり、営業利益は11億24百万円（前年

同期比21.7％増）となりました。

　なお、当第３四半期連結会計期間末の店舗数は、愛知県・岐阜県を中心として42店舗であります。
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（水産品事業）

　当事業におきましては、連結子会社である株式会社マリンデリカにおいて、外商事業及びアミカ事業との連携を

図り、当社グループの水産品ラインナップの強化を推進するとともに、既存得意先への提案営業の強化や、新規得

意先の開拓に努めてまいりました。

　この結果、水産品事業の売上高は13億45百万円（前年同期比9.6％減）となり、営業損失は16百万円（前年同期

は営業損失３百万円）となりました。

 

(2）財政状態の状況

（資産）

　当第３四半期連結会計期間末の資産残高につきましては、前連結会計年度末と比較して商品が２億53百万円増加

したものの、現金及び預金が６億23百万円、受取手形及び売掛金が３億34百万円減少したこと等により、流動資産

は全体で10億円減少しました。一方固定資産は、建物及び構築物が２億５百万円減少したものの、機械及び装置が

１億30百万円、アミカ高山店の出店で建設協力金等が１億72百万円増加したこと等により、全体で３億78百万円増

加しました。その結果、資産総額は前連結会計年度末と比較して６億21百万円減少し、180億13百万円となりまし

た。

（負債）

　負債残高につきましては、前連結会計年度末と比較して支払手形及び買掛金が３億79百万円、短期借入金が19億

27百万円減少したこと等により、流動負債は全体で22億80百万円減少しました。一方固定負債は、長期借入金が10

億48百万円増加したこと等により、全体で14億22百万円増加しました。その結果、負債総額は前連結会計年度末と

比較して８億57百万円減少し、156億40百万円となりました。

（純資産）

　純資産残高につきましては、前連結会計年度末と比較して利益剰余金が２億65百万円増加したこと等により、全

体で２億36百万円増加し、23億72百万円となりました。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 15,360,000

計 15,360,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年２月29日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年４月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,021,600 6,021,600
東京証券取引所

市場第二部

発行済株式は全て完

全議決権株式かつ、

権利内容に限定のな

い株式であります。

単元株式数は100株

であります。

計 6,021,600 6,021,600 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
 発行済株式
 総数増減数
 （株）

 発行済株式
 総数残高
  （株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

 資本準備金
  増減額
 （千円）

 資本準備金
   残高
 （千円）

平成27年12月１日～

平成28年２月29日
－ 6,021,600 － 475,032 － 378,830
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（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成27年11月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成28年２月29日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　100,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　5,920,300 59,203 －

単元未満株式 普通株式　　　　1,300 － －

発行済株式総数 6,021,600 － －

総株主の議決権 － 59,203 －

 

②【自己株式等】

平成28年２月29日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社大光
岐阜県大垣市浅草

二丁目66番地
100,000 － 100,000 1.66

計 － 100,000 － 100,000 1.66

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年12月１日から平

成28年２月29日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年６月１日から平成28年２月29日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年５月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年２月29日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,365,443 742,214

受取手形及び売掛金 5,060,774 4,726,539

有価証券 99,830 －

商品 3,651,813 3,905,545

貯蔵品 8,765 14,836

繰延税金資産 94,732 56,736

その他 859,979 691,927

貸倒引当金 △9,950 △6,735

流動資産合計 11,131,388 10,131,064

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 3,887,907 3,682,628

その他（純額） 992,960 1,286,965

有形固定資産合計 4,880,867 4,969,594

無形固定資産 47,306 55,876

投資その他の資産   

投資有価証券 1,136,824 1,181,906

その他 1,918,015 2,148,443

貸倒引当金 △479,428 △473,411

投資その他の資産合計 2,575,411 2,856,938

固定資産合計 7,503,586 7,882,409

資産合計 18,634,974 18,013,474
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年５月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年２月29日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 5,145,569 4,765,668

短期借入金 4,412,000 2,485,000

1年内返済予定の長期借入金 1,862,939 2,145,490

未払法人税等 182,212 80,719

賞与引当金 168,832 87,648

ポイント引当金 14,453 13,777

その他 872,743 800,329

流動負債合計 12,658,750 10,378,633

固定負債   

長期借入金 3,014,995 4,063,286

役員退職慰労引当金 169,109 187,137

退職給付に係る負債 271,033 283,977

資産除去債務 267,318 272,910

その他 117,265 455,013

固定負債合計 3,839,722 5,262,324

負債合計 16,498,472 15,640,958

純資産の部   

株主資本   

資本金 475,032 475,032

資本剰余金 378,830 378,830

利益剰余金 1,235,438 1,500,980

自己株式 △33,901 △33,901

株主資本合計 2,055,399 2,320,941

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 92,008 60,974

繰延ヘッジ損益 2,946 △128

退職給付に係る調整累計額 △13,852 △9,271

その他の包括利益累計額合計 81,102 51,574

純資産合計 2,136,502 2,372,515

負債純資産合計 18,634,974 18,013,474
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年６月１日
　至　平成27年２月28日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年６月１日
　至　平成28年２月29日)

売上高 36,546,937 39,819,353

売上原価 29,646,483 32,310,153

売上総利益 6,900,454 7,509,200

販売費及び一般管理費 6,591,474 6,910,267

営業利益 308,979 598,932

営業外収益   

受取利息 7,780 21,195

受取配当金 6,687 6,569

受取賃貸料 58,411 60,320

受取手数料 15,078 15,269

その他 13,503 21,164

営業外収益合計 101,462 124,519

営業外費用   

支払利息 32,443 46,040

賃貸費用 57,867 56,380

固定資産除売却損 11,622 2,152

その他 9,228 3,746

営業外費用合計 111,161 108,320

経常利益 299,280 615,130

特別利益   

投資有価証券売却益 56,561 1,749

役員退職慰労引当金戻入額 80,000 －

会員権売却益 － 870

特別利益合計 136,561 2,619

特別損失   

減損損失 － 99,110

水産品事業関連損失 100,567 －

投資有価証券売却損 37,685 －

店舗閉鎖損失 － 10,508

特別損失合計 138,252 109,619

税金等調整前四半期純利益 297,589 508,130

法人税、住民税及び事業税 121,510 177,134

法人税等調整額 16,531 6,238

法人税等合計 138,042 183,372

四半期純利益 159,547 324,757

親会社株主に帰属する四半期純利益 159,547 324,757
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年６月１日
　至　平成27年２月28日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年６月１日
　至　平成28年２月29日)

四半期純利益 159,547 324,757

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 36,114 △31,034

繰延ヘッジ損益 1,990 △3,074

退職給付に係る調整額 3,522 4,580

その他の包括利益合計 41,626 △29,528

四半期包括利益 201,174 295,229

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 201,174 295,229

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持

分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上

する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的

な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸

表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主

持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間及び前連結

会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及

び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時

点から将来にわたって適用しております。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成26年６月１日
至 平成27年２月28日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年６月１日
至 平成28年２月29日）

減価償却費 329,859千円 349,817千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成26年６月１日　至平成27年２月28日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

1株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

 平成26年８月20日

定時株主総会
普通株式 29,607 5  平成26年５月31日 平成26年８月21日 利益剰余金

 平成26年12月25

日　取締役会
普通株式 29,607 5  平成26年11月30日 平成27年２月10日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成27年６月１日　至平成28年２月29日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

1株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

 平成27年８月19日

定時株主総会
普通株式 29,607 5  平成27年５月31日 平成27年８月20日 利益剰余金

 平成27年12月25

日　取締役会
普通株式 29,607 5  平成27年11月30日 平成28年２月10日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成26年６月１日　至平成27年２月28日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額

（注）１

四半期連結損益

計算書計上額

（注）２ 外商事業 アミカ事業 水産品事業 合計

売上高       

外部顧客への売上高 22,597,102 12,461,399 1,488,435 36,546,937 － 36,546,937

セグメント間の内部売

上高又は振替高
65,864 10,218 50,239 126,322 △126,322 －

計 22,662,967 12,471,617 1,538,675 36,673,259 △126,322 36,546,937

セグメント利益又は

損失（△）
△2 924,071 △3,171 920,896 △611,916 308,979

　（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△611,916千円は、当社の本社経費等であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　重要な事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成27年６月１日　至平成28年２月29日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３
 外商事業 アミカ事業 水産品事業 合計

売上高        

外部顧客への売上高 24,994,953 13,477,935 1,345,244 39,818,133 1,220 － 39,819,353

セグメント間の内部売

上高又は振替高
129 10,584 62,807 73,521 － △73,521 －

計 24,995,082 13,488,520 1,408,052 39,891,655 1,220 △73,521 39,819,353

セグメント利益又は

損失（△）
118,938 1,124,851 △16,386 1,227,402 △100 △628,369 598,932

　（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、当社が平成28年２月より開始し

た太陽光発電事業を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△628,369千円は、当社の本社経費等であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

　当第３四半期連結会計期間より、太陽光発電事業を開始しております。当該事業の開始により、報告セ

グメントに含まれない事業セグメント「その他」を追加しております。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　重要な事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年６月１日
至　平成27年２月28日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年６月１日
至　平成28年２月29日）

１株当たり四半期純利益 26円94銭 54円84銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 159,547 324,757

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（千円）
159,547 324,757

普通株式の期中平均株式数（株） 5,921,596 5,921,596

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

 

２【その他】

　平成27年12月25日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　（イ）配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・29,607千円

　（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・５円00銭

　（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・平成28年２月10日

　　（注）平成27年11月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 平成２８年４月１２日

株式会社　大　光  

 取締役会　御中  

 

  有限責任監査法人　トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士  水上　圭祐　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士  坂部　彰彦　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社大光

の平成２７年６月１日から平成２８年５月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２７年１２月１日

から平成２８年２月２９日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２７年６月１日から平成２８年２月２９日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注

記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社大光及び連結子会社の平成２８年２月２９日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
 

EDINET提出書類

株式会社大光(E24129)

四半期報告書

16/16


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）ライツプランの内容
	（５）発行済株式総数、資本金等の推移
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第３四半期連結累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

